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1. はじめに 

 本報その 1 では，検討に用いる風洞実験結果の風力特

性などについて建築物荷重指針・同解説 1)（荷重指針）の

値との比較を行い，概ね一致することが確認された。本報

その 2 では，多質点系での風応答（最大変形）予測手法を

提案し，提案手法の予測精度について検討を行う。なお，

本報では構造物の振動により風力特性が変化しないこと

を前提とし，空力不安定振動の問題は対象外とする。また，

変動成分のみの風直交方向を対象とする。 

 

2. 解析対象モデルおよび風外力概要 

2.1 解析対象モデル 

 本報では，超高層制振建物を対象とし，高さ H = 200 m 

の 20 質点せん断型モデルを用いる。フレームの 1 次固有

周期を 1Tf = 5.0 s，7.0 s，建物密度をf = 175 kg / m3とし，

質量は高さ方向に一様と想定した。辺長比は，本報その 1

と同様に D / B = 1.0，1.6（以降，それぞれ F1，F16）の 2

種類とする。構造減衰を剛性比例型として，1Tf に対して

1 次減衰定数 1f = 1%，2，4%（4%は粘性ダンパーの併用

を想定）の 3 種類を用いる。各層のフレームの剛性 kfi（Fig. 

1）は建物の 1 次固有モードが直線 2)となるように設定し

た。なお，フレームは弾性状態を保つものとする。 

 本報で用いるダンパーは完全弾塑性としてモデル化し，

全層に付加する。1 層目のダンパー降伏せん断力係数（以

下，ダンパー量）dy1 は 0.01，0.02，0.04 の 3 種類とし，

ダンパーの降伏層間変形角 Rdyは 1/600 とする。各層のダ

ンパー降伏層せん断力 Qdyi は，第 1 層目のダンパー降伏

層せん断力 Qdy1を基準とし，Ai 分布に基づく設計用地震

層せん断力分布をもとに 4 段階とする（Fig. 2）。Qdy1はdy1

を用いて次式で表される。 

   WQ dydy  11   (1) 

ここで，W：全重量を表す。ダンパーの降伏変形dyi は Rdy

および質点間距離 hiを用いて以下の式で表される。 

   idydyi hR   (2) 

よってダンパー剛性 kdi は式(3)より求められる。 

   dyidyidi Qk   (3) 

しかし，モデル化したダンパーを，モデル化したフレーム

バネに並列に配置したせん断型モデルに用いると，ダン

パーに有効に働く変形（実効変形）を過大に評価すること
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となり，危険側の評価となる 3)。そこで本報では，文献 4)

と同様にダンパー剛性 kdiに実効変形を過大評価しないた

めの直列バネ剛性 kbiを挿入したせん断型モデル（Fig. 3）

を用いる。以降 kdi と kbi の直列系を付加系（Additional 

component）の剛性 kai と呼ぶ。kai を算出する際に用いる実

効変形の比（実効変形比）ei は，文献 5)を参考に，第 1

層目から第 20 層目まで直線となるように仮定し，第 1 層

目を 1，第 20 層目を 0.1 とする（Fig. 4）。また，付加系降

伏層せん断力 Qayi は Qdyi と同値である。よって以上の条

件から，付加系の剛性 kaiは以下の算出式で表される。 

    eidyiayiai Qk   (4) 

なお，付加系の降伏変形ayi は以下の式で表される。 

   eidyiayi    (5) 

本報では，Fig. 3 に示すようなフレームに付加系を並列に

設置したモデルを以後システムと呼ぶ。なお，付加系は粘

性減衰を有さないものとする。 

 Fig. 5 にフレーム，付加系，システムの復元力特性を示

す。Fig. 5 中に示すi は i 層の層間変形を表し，Qfi はi 時

の i 層のフレーム層せん断力を表す。i 層のシステム降伏

層せん断力 Qyi は，Fig. 5 に示した復元力特性より，以下

の算定式より算出される。 

   ayiifiyi QkQ    (6) 

2.2 風外力概要 

 風外力は，本報その 1で検討を行った風外力を用いる。

詳細については本報その 1 を参照されたい。なお，本報

では時刻歴応答解析の過渡応答の影響を避けるため，各

波形前後に 50 s のエンベロープを設け，中間の 600 s（10

分間）での応答を評価に用いる。また，10 波のアンサン

ブル平均により応答値を評価する。 

 

3. 弾塑性風応答予測手法 

 Fig. 6 に弾塑性風応答予測手法のフローチャートを示

す。弾塑性風応答は，スペクトルモーダル解析を用いた等

価線形化により予測する。ただし，収斂回数 j = 0 の場合

は，等価線形化前のシステム弾性時の値を用いる。 

[手順 1]  Q ( j )i，( j )iの算出 

 風力データ，構造特性および固有値を用いてスペクト

ルモーダル解析により，層せん断力 Q ( j )iおよび層間変形

( j )iを算出する。 

 i 層の風外力時刻歴 Fi (t)とシステム 1 次等価固有モー

ド 1( j )eq,iを用いて，1 次モーダル風外力時刻歴 1F ( j ) (t)は

式(7)より算出される。 

       


N

i
ii,eq

jj tFtF
1
11   (7) 

ここで，N：層数を表す。1 次モーダル風外力のパワース

ペクトル密度 1S ( j )
F ( f )とシステム 1 次等価モーダル剛性

1K ( j )
eqおよび 1 次等価減衰定数 1( j )

eqを用いて，スペク

トルモーダル解析により，1 次モーダル応答変位 1q ( j )の

標準偏差 1( j )qは式(8)より算出される。 

        
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ここで，1H ( j ) ( f )：1 次の周波数応答関数を表し，次式で

表される。 
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 (9) 

ここに，f：振動数，1 f 
( j )

eq：システム 1 次等価固有振動

数，i：虚数単位を表す。なお，1(0)
eqは次式で算出される。 

    ffeq ff  1111
0

1   (10) 

ここで，1 f，1：システムの弾性 1 次固有振動数，減衰定

数，1 f f，1f：フレームの 1 次固有振動数，減衰定数を表

す。風応答時における多質点系での層間変形の標準偏差

1( j )i は，式(11)で表される。 

        11111  i,eq
j

i,eq
j

q
j

i
j    (11) 

i 層の層間変形( j )i は，式(11)で求めた 1( j )iを用いて式

(12)より算出される。 

     
p

j
i

j
i

j g  1  (12) 

ここで，g ( j )p：ピークファクターを表し 1)，次式より算出

される。 

     21600ln2 1 .fg eq
j

p
j   (13) 

層せん断力 Q ( j )i は，( j )iおよびシステムの等価剛性 k( j )
eq,i

[手順5] 1
( j+1)

eq ≈ 1
( j )

eq

1T
( j+1)

eq ≈ 1T
( j )

eq
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を用いて次式で算出される。 

     
i

j
i,eq

j
i

j kQ   (14) 

[手順 2] k ( j+1)
eq,iの算出 

 システムの等価剛性 k ( j+1)
eq,i は，次式より算出される。 
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ここで，*( j+1)
i：システムの復元力特性上の Q ( j )iにおけ

る最大変形を表し，次式より算出される。 
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[手順 3] 1( j+1)
eqの算出 

 システムの 1 次等価減衰定数 1( j+1)
eqは次式で算出され

る。 
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ここで，1( j+1)
eq,i：i 層の減衰定数を表し，風応答は多様な

振幅を持つランダム応答であることを考慮し，1( j+1)
eq,i は

以下の式より算出される 6)。 
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fi
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i

k
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ここに，( j+1)
i：i 層の塑性率を表し，次式で算出される。 

   
ayii

j*
i

j  11    (19) 

また，式(17)中の W ( j+1)
iは i 層のポテンシャルエネルギー

を表し次式より算出される。 

       i,eq
j

i
j

i
j kQW 121 2    (20) 

[手順 4] 1( j+1)
eq,i，1 f ( j+1)

eq，1K ( j+1)
eqの算出 

 システム 1 次等価固有モード 1( j+1)
eq,i，等価固有振動数

1 f 
( j+1)

eqおよび等価モーダル剛性 1K ( j+1)
eqは，システムの

等価剛性 k ( j+1)
eq,i および対象モデルの各層の質量 mi を用

いて固有値解析により算出する。 

 

[手順 5] 1( j+1)
eqおよび 1T ( j+1)

eqの判定 

 1( j+1)
eqと 1( j )eqおよび 1T

( j+1)
eqと 1T

( j )
eq（1Teq = 1 / 1 feq）

概ね一致すれば（本報では 1%以内），システム弾塑性時

の減衰と固有周期を評価したことになるので終了となる。

なお，層間変形は，手順 1 の式(12)より算出した値を用い

る。もし一致しなければ，j = j+1 とし手順 1 へ戻る。 

 

4. 提案手法の予測精度 

 Fig. 7 に解析結果の層間変形角（Ri）と提案手法の層間

変形角（R*
i）を比較した図を，Fig. 8 に解析結果の標準偏

差（i）と提案手法の標準偏差（1i）を比較した図を示

す。Fig. 7 より，層間変形角において，F1 モデル，1Tf = 5.0 

s の場合で，どのパラメータにおいても誤差が概ね 20%以

内となっており，精度よく一致していることが確認でき

る。一方，F1 モデル，1Tf = 7.0 s の場合では，1Tf = 5.0 s の

場合に比べ誤差が大きくなっていることが確認でき，概

ね誤差 30%以内となっていることが確認できる。F16 モ

デルにおいても同様の傾向が見られ，1Tf = 5.0 s で概ね誤

差 20%以内，1Tf = 7.0 s で概ね誤差 30%以内となっている。

Fig. 8 より，標準偏差においても Fig. 8 の層間変形角と同

様の誤差の傾向があることが確認できる。なお，モデル頂

部における層間変形のパワースペクトル密度 S20 は附録

A を参照されたい。 

 Fig. 9 に F1 モデル，1Tf = 5.0 s，7.0 s の解析結果より算

出した各層の減衰定数 1eq,i とピークファクターgpiの関係

を示す。なお，1eq,iは式(18)に解析結果の最大塑性率を代

入することにより算出した。また，Fig. 9 中に，提案手法

により算出した gpの範囲も併記する。Fig. 9 より，1eq,i が

大きくなる（長周期化する）とともに，gpi が増加する傾

向が確認できる。特に，1Tf = 7.0 s の場合でその傾向が顕

著になっている。一方，提案手法により算出する gp は長

周期（低振動数）側で小さくなる値（式(13)）であり，解

析結果と相反する関係となる。よって，付加系の塑性化に

より長周期化（減衰が増加）することで，ピークファクタ

ーの誤差が大きくなり，その誤差を収斂課程で補正する

ため必然的に標準偏差の誤差も大きくなる。その結果，最

終的に層間変形角の誤差が大きくなると考えられる。 

 

5. おわりに 

 本報その 2 では，多質点系での風応答（最大変形）予測

手法を提案し，提案手法の予測精度について検討を行っ

た。その結果，辺長比 D / B の変化に関わらず，層間変形

角，標準偏差ともにフレームの固有周期 1Tf = 5.0 s の場合

で誤差が概ね 20%以内，1Tf = 7.0 s の場合で誤差が概ね

30%以内となることが確認され，固有周期の増大により誤

差が大きくなることがわかった。これは，解析結果が各層

の減衰が増大する（長周期化）に伴いピークファクターが

大きくなる傾向に対して，提案手法のピークファクター
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は長周期側で小さくなる値であり，長周期化によるピー

クファクターの誤差の増大が，標準偏差の誤差に繋がり，

最終的に層間変形の誤差の増大に繋がったと考えられる。 
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附録 A 層間変形のパワースペクトル密度 
 Fig. A に解析結果および提案手法のモデル頂部における S20 を比
較した図を示す。なお，代表例として F1 モデルの 1f = 1%，dy1 = 

0.02 の結果を示している。Fig. A より，1Tf = 5.0 s の場合，高振動数
領域において高次モードの影響から誤差が生じているものの，1 次
固有振動数周辺までは，精度よく一致していることが確認できる。

一方で，1Tf = 7.0 s の場合は，高振動数領域における誤差が大きく，
また，1 次固有振動数周辺においてもわずかに誤差が生じているこ
とが確認できる。 
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Fig. 7 Comparison of proposed method and time-history analysis (R*
i, Ri) 

F1, 1Tf = 5.0 s F1, 1Tf = 7.0 s F16, 1Tf = 5.0 s F16, 1Tf = 7.0 s 

Fig. 8 Comparison of proposed method and time-history analysis (R*
i, Ri) 

F1, 1Tf = 5.0 s F1, 1Tf = 7.0 s F16, 1Tf = 5.0 s F16, 1Tf = 7.0 s 

Fig. 9 Relation of 1ξeq,i and gpi (F1) 

1Tf = 5.0 s 

gp 

1Tf = 7.0 s 

gp 

Fig. A Comparison of δi of PSD (F1, 1ξf = 1%, αdy1 = 0.02) 
(a) 1Tf = 5.0 s (b) 1Tf = 7.0 s 
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